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第14次労働災害防止計画に基づく林業の安全対策
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１：はじめに
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１：はじめに

【計画の基本理念】
国、事業者、労働者が一体となり、
**「一人の被災者も出さない」**という考えのもと、
安全衛生対策を推進しなければなりません。特に中小企業や高
齢化に伴う労働災害の増加への対応を重視しています。

要約すると、
「働く人の安全・健康を守るため、高齢化や多様な働き方に対
応しながら、労働災害の削減を目指す国の5か年計画」となりま
す。
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１：はじめに

その計画を達成するためには、
事業者および労働者が、この計画に基づ
く
・林業分野の安全対策
・改正労働安全衛生法の内容
・発注者に求められる取組み
を体系的に整理し、労働災害の減少に向
けた総合的な対策を推進しなければなり
ません。

・作業計画の策定

・作業指揮者の選任

・作業区域の明確化

・立入禁止措置など

・ヘルメットフェイスガード

・保護ズボン、手袋

・安全靴の着用徹底

・緊急連絡網の整備

・通信手段の確保

・救急処置用資材の常備

・普通救命講習の受講

・安全衛生教育の実施

・危険予知活動の推進

・安全文化の醸成
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１：はじめに

個人事業者を含めた
安全文化の醸成

ICT・デジタル技術の活用

継続的な改善活動 すべての働く人の
安全と健康を守る
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２：伐木作業及び車両系木材伐出機械の運転等に係る
労働安全衛生規則に基づく措置
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３：チェーンソーによる伐木等作業の安全に関する
ガイドラインに基づく措置

H
（伐倒木の高さ）

半径２H以上

伐倒方向

退避方向

②作業区域

①危険区域

③安全区域
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３：チェーンソーによる伐木等作業の安全に関する
ガイドラインに基づく措置

受け口の
角度

伐倒方向

追い口

伐根直径

つる
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４：「林業の作業現場における緊急連絡体制の整備等のための
ガイドライン」に基づく措置

労働災害発生時の連絡経路

火傷の場合：まず冷たい水で患部を冷やし、その後清潔なガーゼ
で覆います。
骨折が疑われる場合：動かさずに固定し、できるだけ早く専門の
医療機関に運ぶことが重要です。応急処置の知識を持っていると
、緊急時に役立ちます。

災害発生時の対応例

救急車を要請した場合

総務省消防庁は、2024年における救急車の現場到着時間が全国平均で約9.8分だったと発表しました。
到着時間は前年より0.2分短縮されたものの、救急出動件数は771万件を超え、過去最多を更新しています。
特に山間地では、連絡手段の途絶、救急車の到着に時間がかかる、要救護者を道路まで運搬するために時間
を要するなどの対応が必要になります。

そのためにも「普通救命講習」を受講し「一次救命措置」が出来るようになりましょう
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４：「林業の作業現場における緊急連絡体制の整備等のための
ガイドライン」に基づく措置

引用元：救命講習案内 | 東京消防庁

各市町村の消防署などへ連絡し、普通救命講習等を受講
することで、労働災害発生時の対応が速やかに行えるよ
う、日頃から訓練をして下さい
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５：改正労働安全衛生法の施行【令和７年５月１４日 法律第３３号】

改正のポイント
・従来の労働安全衛生法は、主に「労働者」を保護対象としていた
・改正後は、個人事業者等を含む「働くすべての作業従事者」へ対象を拡大
・現場の実態に合わせ、安全衛生対策を広げる大きな制度改革

期待される効果
現場全体の安全水準向上 ・個人事業者等が法令用語
労働災害の未然防止 ・一人親方やフリーランスは一般用語
安全管理の対象拡大によるリスク低減

今後は、発注段階から安全を織り込んだ計画を策定し、受注者との間で安全に関す
る認識を共有することが不可欠です。

個人事業者を含む「働くすべての人」を守る制度へ
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おわりに

以上のように、第14次労働災害防止計画に基づく対策、ガイドラインの活用、法改正、そして発
注者の役割強化は、それぞれが相互に補完し合いながら、林業を含む現場の安全性向上を目指す包
括的な枠組みを形成しています。しかし、制度やガイドラインが整備されたとしても、それが実際
の現場で適切に実行されなければ、その効果は限定的であり、現場の安全性を向上するためには意
識改革、教育の充実、そして継続的な改善活動が不可欠です。

今後の課題としては、特に個人事業者等を含めた安全文化の醸成が挙げられる。形式的な遵守に
とどまらず、「なぜその対策が必要なのか」を理解し、自発的に行動する風土を築くことが重要で
す。また、ICTやデジタル技術の活用による安全管理の高度化も期待されます。例えば、ドローン
による現場把握や位置情報の共有、ウェアラブルデバイスを活用した健康管理など、新たな技術を
取り入れることで、安全対策の質を一層高めることが可能です。

安全は「コスト」ではなく「投資」です。事故を未然に防ぐことは、人命を守るだけでなく、事
業の継続性や社会的信頼の確保にも直結します。これらの取り組みを着実に推進していくことこそ
が、持続可能な林業の実現に向けた鍵となります。

それぞれが包括的に対応することが重要


